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要旨 

エアゾール製品中の塩化ビニル試験法について、想定される規制基準値案に合わ

せた方法を検討した。先行研究で開発した VC の分析方法の改良法、すなわち噴射ガ

スをサンプリングバッグに捕集しシリンジで 5 mL のガスを採取し、VC を DMSO に

捕集して HS-GC/MS 法で分析する方法について、検量線、標準ガス分析における回

収率及び再現性を検討した。検量線は 4～200 µg/L 及び 40～2000 µg/L の 2 本を検討

した結果、いずれも相関係数 0.9999 以上の良好な直線性を示した。VC160 µg/L の標

準ガスを分析した結果、加圧注入することにより平均濃度 153.9 µg/L、相対標準偏差

5.1%、回収率 96%と良好な結果が得られた。また、VC を添加したエアゾール試料（噴

射ガス中の推定 VC 濃度は試料 A で 37.7 µg/L、試料 B で 18.8 µg/L、試料 C で 3.77 

µg/L）を試作し分析した結果、平均濃度及び相対標準偏差は、試料 A で 24.6 µg/L 及

び 7.2%、試料 B で 13.7 µg/L 及び 0.78%、試料 Cで 3.01 µg/L（検量線範囲外）及び

7.0%であった。作製したエアゾール試料は均一性が高く、また、本方法は噴射剤であ

る DME や多くの溶剤の影響を受けない、再現性の高い分析法であることが示された

が、回収率は VC 濃度が高くなるほど低下する現象が見られた。今後、エアゾール試

料から捕集バッグまでのライン上での損失を低減する検討が必要と考えられた。妥

当性評価試験で使用するエアゾール試料については、主溶剤の揮発性が回収率の算

出の基となる VC 濃度の試算に影響を与えた可能性があるため、主溶剤を揮発性の

低い溶剤に切り替えるなどエアゾール試料の更なる検討が必要と考えられた。 

国内の室内空気における揮発性有機化合物（VOC）について近年の検出状況につ

いて過去 10 年以内に発表された文献の調査を行い、VOC9 物質を中心に検討を行っ

た結果、それぞれの研究で検出された濃度の中央値に大きな違いはなく、室内濃度指

針値（指針値設定のないベンゼンを除く）と比較しても 1/3 から 1/10 程度と低い値

であった。しかし、最大検出値は中央値の 100 倍から 1000 倍以上となる報告がある

ことから、これらの物質は個人の生活様式が大きく室内濃度に影響し、室内で使用し
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ている化学製品などの特有の発生源が存在する可能性が示唆された。室内の VOC 発

生源についての文献調査では、主成分分析による報告でトルエン、m, p－キシレン、

o－キシレン及びエチルベンゼンは塗料、インク、接着剤及びガソリンと、またベン

ゼン及びアセトアルデヒドは酢酸、香水、染料及び薬などの消費生活用品との高い相

関（r > 0.4）を示し、パラジクロロベンゼンは防虫剤と強い相関（r = 0.96）を示した。

先行の家庭用エアゾール製品中の未規制VOCの実態調査ではトルエン及びベンゼン

の検出率が高く、トルエンについては検出濃度も高かったため、家庭用エアゾール製

品の使用が室内濃度を高める要因の一つとなることが示唆された。また、靴用補修剤

が室内空気汚染原因であった事例の報告もあったことから、エアゾール以外の製品

ついて、メタノール、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレンを含む未規制 VOC

の実態調査を行う必要があると考えられた。 

A. 研究目的 

塩化ビニル（VC）について現行の有害

物質を含有する家庭用品の規制に関する

法律（家庭用品規制法）1）でエアゾール製

品の噴射剤に含まれないこととして規制

しているが、規制値は設定されておらず、

試験方法も定性試験法で定量ができない。

先行研究ではエアゾール製品中の VC 分

析法を開発し、VC の実態調査及びリスク

評価を行った 2, 3)。本研究では想定される

規制基準値案に合わせた VC の通知試験

法の確立を目的に、本年度は検量線等の

試験方法を検討し、妥当性評価試験用試

料を作製した。 

また、日本では家庭用エアゾール製品

を対象に揮発性有機化合物（VOC）のメタ

ノール、トリクロロエチレン及びテトラ

クロロエチレンが家庭用品規制法 1）によ

り規制されている。一方、欧州では

Registration, Evaluation, Authorisation and 

Restriction of Chemicals （REACH）規制 4）

により上記 3 種以外にクロロホルムやジ

クロロメタンを含む塩素系の溶剤やシク

ロヘキサン、ベンゼン、トルエンなどの非

塩素系溶剤がエアゾール製品のみならず

塗料剥離剤、接着剤、塗料等で規制されて

いる。本研究ではこれら未規制の物質及

び製品について実態を把握することを目

的に、本年度は国内の室内空気からの

VOC の検出状況や発生源について文献調

査を行った。 

 

B. 研究方法 

B1. エアゾール製品中の塩化ビニルの妥

当性評価に向けた試験法の検討 

B1-1. 試料及び試薬類 

 妥当性評価試験試料の検討では、表 1に

示した溶液（500 g）を作製し、そこに VC

を 10 mg（試料 A）、5 mg（試料 B）、1 mg

（試料 C）を添加して原液を作製した。そ

の原液 50 g とジメチルエーテル（DME）

50 gを用いてエアゾール試料を作製した。 

 メタノールは関東化学製残留農薬・

PCB 用 5000、ジメチルスルホキシド

（DMSO）は関東化学製残留溶媒試験用を

用いた。VC 標準液はシグマアルドリッチ

製 2000 µg/ml をメタノールで適宜希釈し

て用い、VC-d3標準液はシグマアルドリッ
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チ製 1000 µg/ml を用いた。窒素ガスは

99.99％を用いた。 

 HS オートサンプラーは日本電子製 S‐

trap HS を、GC/MS はアジレントテクノロジ

ー製 7890B 及び 5977B を用いた。キャピラ

リーカラムはアジレントテクノロジー製

CP-PoraBOND Q PT（パーティクルトラ

ップ一体型）の長さ 55 m（パーティクル

トラップ 5 m を含む）、内径 0.32 mm、膜

厚 5 µm を用いた。捕集バッグ（1L）は GL

サイエンス製アルミニウムバッグ CEK-1

を窒素で 2 回洗浄して用いた。 

 

B1-2. 試験方法 

 以下の試験方法の検討は、室温 25±2℃

の環境で行った。 

 

B1-2-1. 検量線 

 図 1-a の通り、窒素 100 mL/分を通気し

ているライン上にシリンジでサロゲート

標準液（VC-d31000 µg/ml）5 µL を注入し

て 1 分間通気し、20、200 及び 2000 µg/ml

の VC 標準液を 1、2.5 及び 5 µL を各々注

入して再び 1 分間通気して DMSO 25 mL

に捕集した。この DMSO 5 mL を HS-

GCMS で表 2 の分析条件で分析した。こ

の検量線はガス 5 mL を分析した時のガ

ス濃度として 4～2000 µg/L に相当する。 

 

B1-2-2. 標準ガス分析 

2 kPa 以下まで減圧した 125 mL 真空捕

集瓶に VC 2000 µg/mL 標準液を 10 µL 注

入したのち窒素を大気圧までサンプリン

グバッグから注入して試料ガスを調製し

た。この標準ガスは VC のガス濃度 160 

µg/L となる。 

図 1-a の通り、窒素 100 mL/分を通気し

ているライン上にサロゲート標準液 5 µL

を注入して 1 分間通気し、真空捕集瓶内

のガスをバルブ付きガスタイトシリンジ

で 5 mL 採取し、バルブを閉じて 3 mL 程

度までバレルを押し込み加圧し、ライン

に注入後１分間通気して DMSO 25 mL に

捕集した。この DMSO 5 mL を検量線と同

様に分析し、検量線（40、100、200 µg/L

の 3 点）より濃度を算出した。 

 

B1-2-3. 妥当性評価試験試料の分析 

エアゾール試料を図 1-b の通り 100 mL

ガス洗浄瓶及び 1 L 捕集バッグにつなぎ、

エアゾール試料を噴射させて噴射ガスを

捕集バッグに捕集した。この捕集したガ

スを抜き、再びガスを捕集して抜く作業

を行うことによりライン上を噴射ガスに

置換させたのち、分析用のガスを捕集し

た。 

図 1-a の通り、窒素 100 mL/分を通気し

ているライン上にサロゲート標準液 5 µL

を注入して 1 分間通気し、捕集バッグの

セプタム付き採取口からガスをバルブ付

きガスタイトシリンジで 5 mL 採取し、バ

ルブを閉じて 3 mL 程度までバレルを押

し込み加圧し、注入後 1 分間通気して

DMSO 25 mL に捕集した。DMSO 5 mL を

検量線と同様に分析し、検量線（4、10、

20、40 の 4 点）より濃度を算出した。 

 

B2. 未規制 VOC の実態に関する文献調

査 

B2-1. 調査方法 

 過去 10年以内に発表された国内の室内

空気中 VOC 濃度に関する文献を調査し
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た。また、室内空気中 VOC の発生源に関

する文献を調査した。 

 

C. 結果及び考察 

C1. エアゾール製品中の塩化ビニルの妥

当性評価に向けた試験法の検討 

C1-1. 検量線 

 4～200 µg/L 及び 40～2000 µg/L の 2 つ

の検量線を検討した結果、いずれも

0.9999 以上の相関係数が得られ、良好な

直線性を示した（図 2）。 

 

C1-2. 標準ガス分析 

 VC160 µg/L の標準ガスを 6 本作製し、

図 1-a における DMSO での液体捕集の際

に加圧せずにガス 5 mL を注入し、それぞ

れの回収率を求めた結果、5 本目の回収率

が 29%と極端に低かった（表 3 右）。5 本

目を除いた測定結果は平均ガス濃度

155.7 µg/L、相対標準偏差 4.8%、平均回収

率 97%と良好であったことから、ガスが

拡散しライン上に入らない等の物理的な

要因により、安定した分析ができていな

いことが考えられた。 

 そこで、採取した 5 mL のガスを「B2-

2-2. 標準ガス分析」で示した通り、ライン

上に加圧して注入した結果、8 本の標準ガ

スの分析で、平均ガス濃度 153.9 µg/L、相

対標準偏差 5.1%、平均回収率 96%と良好

な結果が得られた（表 3 左）。 

 以上の結果より、安定した分析のため

にはガス注入時の加圧が必要であること

が明らかとなった。また、回収率が 96%

と良好であったことから、標準溶液をラ

イン上に直接注入して作製した検量線試

料による定量に問題ないことが確認され

た。 

 

C1-3. 妥当性評価試験試料の検討 

 作製した試料 A、B 及び C の各 4 本に

ついて検討した方法により分析した結果、

平均濃度及び相対標準偏差は、試料 A は

24.6 µg/L 及び 7.2%、試料 B は 13.7 µg/L

及び 0.78%、試料 C は 3.01（検量線範囲

外）及び 7.0%であった（表 4）。作製した

エアゾール試料は均一性が高く、また、本

方法は噴射剤である DME や多くの溶剤

の影響を受けない、再現性の高い分析法

であることが示された。 

回収率を算出するため、以下の通り噴

射ガス中の VC 濃度（µg/L）を推算した。

なお、DME の蒸気圧は 25℃の時 4450 

mmHg5)と大気圧（760 mmHg）と比較して

高いため、噴射剤としてすべてガス化す

ると仮定した。 

 

VC 濃度 (µg/L)=
𝑉𝐶量 (𝜇𝑔)  × 𝐷𝑀𝐸𝑀𝑊

𝐷𝑀𝐸量 (𝑔) × 𝑉
 

 

DMEMW（DME のモル質量）を 46.07 g/mol5)、

V（1 mol、25℃の理想気体の体積）を 24.45 

L、DME 量を 50 g、VC 量を試料 A は 1000 

µg、試料 B は 500 µg、試料 C は 100 µg と

したとき、VC濃度は試料 Aで 37.7 µg/L、

試料 B で 18.8 µg/L、試料 C で 3.77 µg/L

と推算された。この推定値を基に回収率

を計算すると、試料 A は 65％、試料 B は

73%、試料 C は 80%となった。回収率は

VC 濃度が高くなるほど低下した。VC は

25℃の時の蒸気圧は 2980 mmHg6)と高く、

25℃の環境では DME と同様にガス化し

ていると考えられるため、エアゾール試
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料から捕集バッグまでのライン上のつな

ぎ目等からの漏れが回収率低下の一つの

要因であると考えられた。今後分析法に

おいてはエアゾール試料から捕集バッグ

までのライン上の漏れを低減する検討が

必要であると考えられた。 

また、エアゾール試料の原液成分には

揮発性の高いものも含まれ、特に主溶剤

であるアセトンの蒸気圧は 231 mmHg7)と

比較的高いため、回収率の算出の基とな

る VC 濃度の試算に影響を与えた可能性

がある。今後、妥当性評価試験試料の主溶

剤を揮発性の低い溶剤に切り替えなどエ

アゾール試料の更なる検討が必要である

と考えられた。 

 

C2. 未規制 VOC の実態に関する文献調

査 

 現在、厚生労働省により室内濃度指針

値が 13 物質及び総揮発性有機化合物量

（TVOC）で示されている（表 5）8）。近年

の国内の一般居住環境における VOC 室

内濃度状況を調査するため、大規模に調

査された報告を中心に、Chau-Ren Jung ら
9）、大貫ら 10）、田中ら 11）、吉田ら 12）、

Takaguchi ら 13）及び Uchiyama ら 14)の 6 報

の文献を調査した。6 報の文献で測定され

た VOC はそれぞれ異なるが、今回は

Chau-Ren Jung ら 9）が行った約 5000 人の

子供の住居における研究で測定されたベ

ンゼン、トルエン、エチルベンゼン、m, p

－及び o－キシレン、スチレン、p－ジク

ロロベンゼン、ホルムアルデヒド及びア

セトアルデヒドを中心に検討を行った。

上記 9 物質のそれぞれの報告におけるデ

ータを表 6 に示した。Chau-Ren Jung ら 9）

は VOC のいずれの物質も屋外より室内

の濃度が高く、室内濃度の高い物質はホ

ルムアルデヒド、アセトアルデヒド、トル

エンであったと報告し、トルエン、キシレ

ン、スチレン、p－ジクロロベンゼン、ホ

ルムアルデヒド及びアセトアルデヒドで

室内濃度指針値の超過がみられた。大貫

ら 10）は東京都内の住宅 10 戸 18 か所にお

いて 77 物質を測定した結果、指針値を超

過した物質はなかったが、室内からホル

ムアルデヒド、アセトアルデヒド、トルエ

ンが 80%以上の高い検出率で検出したと

報告している。田中ら 11）は横浜市及びそ

の周辺地域の住宅 77 戸について VOC、

無機ガス等を分析し、ホルムアルデヒド、

アセトアルデヒド、トルエン、p－ジクロ

ロベンゼン及び TVOC に指針値の超過が

見られたと報告している。吉田ら 12）は札

幌市周辺の 40 戸について VOC、無機ガ

ス等を分析した結果、アセトアルデヒド

及び p－ジクロロベンゼンに指針値の超

過が見られ、Takaguchi ら 13）は千葉の住宅

154 戸について 48 物質を測定した結果、

同様にアセトアルデヒド及び p－ジクロ

ロベンゼンに指針値の超過が見られた。

大貫ら 10）、田中ら 11）、吉田ら 12）及び

Uchiyama ら 14)の報告では Chau-Ren Jung

ら 9）と同様に、VOC を含む多くの物質で

屋外より室内の濃度が高かった。それぞ

れの報告において、9 物質の中央値に大き

な違いはなく、室内濃度指針値（指針値設

定のないベンゼンを除く）と比較しても

1/3 から 1/10 程度と低い値であった。しか

し、最大検出値は中央値の 100 倍から

1000 倍以上となる報告もあることから、

これらの物質は個人の生活様式が大きく
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室内濃度に影響し、室内で使用している

化学製品などの特有の発生源が存在する

可能性が示唆された。 

 室内の VOC 発生源について、Chau-Ren 

Jungら 9）は主成分分析により、トルエン、

m, p－キシレン、o－キシレン及びエチル

ベンゼンは塗料、インク、接着剤及びガソ

リンと、またベンゼン及びアセトアルデ

ヒドは酢酸、香水、染料及び薬などの消費

生活用品との相関（r > 0.4）を示し、パラ

ジクロロベンゼンは防虫剤と強い相関（r 

= 0.96）を示した。吉田ら 12）は、冬季の屋

内ではヘプタンとオクタン、オクタンとm, 

p－キシレン等の VOC 間で強い正の相関

がみられ、これは暖房等に使用される灯

油に由来するものと示唆している。一方、

大貫ら 15）は室内空気より高濃度のテトラ

クロロエチレンが検出された住宅におけ

る発生源調査を行い、家庭用品である靴

用補修剤がテトラクロロエチレンの発生

源であることを明らかにした。 

 以上の文献調査から、室内空気中の

VOC 濃度が高くなる要因として個人の生

活様式があり、塗料、接着剤、染料などの

家庭用品がトルエン、ベンゼン、テトラク

ロロエチレンを含む VOC の発生源とし

て高い相関が認められた。先行の家庭用

エアゾール製品中の未規制 VOC の実態

調査 16）ではトルエン及びベンゼンの検出

率が高く、トルエンについては検出濃度

も高かったため、家庭用エアゾール製品

の使用が室内濃度を高める要因の一つと

なることが示唆された。また、靴用補修剤

が室内空気汚染原因であった事例があっ

たことから、エアゾール以外の製品つい

て、メタノール、トリクロロエチレン、テ

トラクロロエチレンを含む未規制 VOC

の実態調査を行う必要があると考えられ

た。 

 

D. まとめ 

エアゾール製品中の塩化ビニル試験法

については、想定される規制基準値に合

わせた方法を検討した。先行研究で開発

した VC の分析方法の改良法について、

検量線、標準ガス分析における回収率及

び再現性を検討した結果、検量線は良好

な直線性を示し、標準ガス分析では加圧

注入することにより相対標準偏差 5.1%、

回収率 96%と良好な結果が得られた。ま

た、VC を添加したエアゾール製品（噴射

ガス中の推定 VC 濃度は試料 A で 37.7 

µg/L、試料 B で 18.8 µg/L、試料 C で 3.77 

µg/L）を試作し分析した結果、平均濃度及

び相対標準偏差は、試料 A で 24.6 µg/L 及

び 7.2%、試料 B で 13.7 µg/L 及び 0.78%、

試料 C で 3.01 µg/L（検量線範囲外）及び

7.0%であった。作製したエアゾール試料

は均一性が高く、また、本方法は噴射剤で

ある DME や多くの溶剤の影響を受けな

い、再現性の高い分析法であることが示

されたが、回収率は VC 濃度が高くなる

ほど低下する現象が見られたため、今後

エアゾール試料から捕集バッグまでのラ

イン上での損失を低減する検討が必要と

考えられた。妥当性評価試験におけるエ

アゾール試料の作製については、主溶剤

の揮発性が回収率の算出の基となる VC

濃度の試算に影響を与えた可能性がある

ため、今後、主溶剤を揮発性の低い溶剤に

切り替えるなどエアゾール試料の更なる

検討が必要であると考えられた。 
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未規制 VOC の実態調査において、近年

の国内の室内空気中 VOC 濃度及び発生

源に関する文献を調査した結果、室内空

気中の VOC 濃度が高くなる要因として

個人の生活様式があり、塗料、接着剤、染

料などの家庭用品がトルエン、ベンゼン、

テトラクロロエチレンを含む VOC の発

生源として高い相関が認められた。先行

の家庭用エアゾール製品中の未規制 VOC

の実態調査 16）ではトルエン及びベンゼン

の検出率が高く、トルエンについては検

出濃度も高かったため、家庭用エアゾー

ル製品の使用が室内濃度を高める要因の

一つとなることが示唆された。また、靴用

補修剤が室内空気汚染原因であった事例

があったことから、エアゾール以外の製

品ついて、メタノール、トリクロロエチレ

ン、テトラクロロエチレンを含む未規制

VOC の実態調査を行う必要があると考え

られた。 
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表 1 妥当性評価試験試料における VC 注入前の溶液組成 

 目標濃

（w/w%） 

比重（g/mL） 500 g中重量

（g） 

体積（mL） 

アセトン 90 0.79 450 571.1 

メタノール 0.8 0.79 4 5.00 

メチルイソブチルケトン 1.0 0.80 5 6.24 

酢酸イソブチル 1.0 0.87 5 5.75 

酢酸 n-ブチル 1.0 0.88 5 5.67 

酢酸エチル 1.0 0.90 5 5.56 

メチルエチルケトン 1.0 0.81 5 6.21 

エタノール 1.0 0.79 5 6.34 

1-プロパノール 1.0 0.81 5 6.21 

2-プロパノール 1.0 0.79 5 6.37 

1-ブタノール 1.0 0.81 5 6.17 

メチルシクロヘキサン 0.1 0.77 0.5 0.65 

イソブタノール 0.1 0.80 0.5 0.62 

 

表 2 分析条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

HSオートサンプラー

　 加熱温度及び時間 30℃、30分

 　注入方式 ループ法 (1mL)

　 バルブブロック及びトランスファー温度 100 ℃、190 ℃

GC-MS

    オーブン温度 50℃ (2分) →10℃/分→250℃ (5分)

　  注入口温度及び注入法 200℃、スプリット (1：5)

 　キャリアガス ヘリウム　2 mL/min (定流量モード)

　 イオン化法及びイオン化電圧 EI、70 eV

　 インターフェース及びイオン源温度 200℃、230℃

　 測定イオン VC： 62 m/z（定量）、64 m/z （定性）

VC-d3： 67 m/z（定量）、65 m/z（定性）
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表 3 標準ガスの分析結果 

 

加圧サンプリングあり 加圧サンプリングなし 

濃度 (µg/L) 回収率 (%) 濃度 (µg/L) 回収率 (%) 

1 本目 164.7 103 150.5 94 

2 本目 166.5 104 165.1 103 

3 本目 149.6 94 158.7 99 

4 本目 154.7 97 146.1 91 

5 本目 153.1 96 46.9 29 

6 本目 144.7 90 158.1 99 

7 本目 148.2 93   

8 本目 149.8 94   

平均 153.9 96 137.6 86 

標準偏差（自由度 n-1） 7.83  44.93 
 

相対標準偏差 (%) 5.1  32.7 
 

 

表 4 作製したエアゾール試料の分析結果 

  濃度 (µg/L) 

A-1 24.7 

A-2 24.5 

A-3 26.8 

A-4 22.4 

平均 24.6 

標準偏差 1.77 

相対標準偏差 (%) 7.2 

B-1 13.6 

B-2 13.8 

B-3 13.7 

B-4 13.8 

平均 13.7 

標準偏差 0.107 

相対標準偏差 (%) 0.78 

C-1 2.87 

C-2 3.18 

C-3 3.20 

C-4 2.79 

平均 3.01 

標準偏差 0.212 

相対標準偏差 (%) 7.0 
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表 5 室内濃度指針値 

揮発性有機化合物(VOC) 毒性指標 室内濃度指針値 

ホルムアルデヒド ヒト吸入曝露における鼻咽頭粘膜への刺

激 

100 μg/m3 

(0.08 ppm) 

アセトアルデヒド ラットの経気道曝露における鼻咽頭嗅覚

上皮への影響 

48 μg/m3 

(0.03 ppm) 

トルエン ヒト吸入曝露における神経行動機能及び

生殖発生への影響 

260 μg/m3 

(0.07 ppm) 

キシレン ヒトにおける長期間職業曝露による中枢

神経系への影響 

200 μg/m3 

(0.05ppm) 

エチルベンゼン マウス及びラット吸入曝露における肝臓

及び腎臓への影響 

3800μg/m3 

(0.88 ppm) 

スチレン ラット吸入曝露における脳や肝臓への影

響 

220μg/m3 

(0.05 ppm) 

パラジクロロベンゼン ビーグル犬経口曝露における肝臓及び腎

臓等への影響 

240 μg/m3 

(0.04 ppm) 

テトラデカン C8―C16 混合物のラット経口曝露における

肝臓への影響 

330 μg/m3 

(0.04 ppm) 

クロルピリホス 母ラット経口曝露における新生児の神経

発達への影響及び新生児脳への形態学的

影響 

1 μg/m3 

(0.07 ppb) 

但し小児の場合は 0.1 μg/m3 

(0.007 ppb) 

フェノブカルブ ラットの経口曝露におけるコリンエステ

ラーゼ活性などへの影響 

33 μg/m3 

(3.8 ppb) 

ダイアジノン ラット吸入曝露における血漿及び赤血球

コリンエステラーゼ活性への影響 

0.29 μg/m3 

(0.02 ppb) 

フタル酸ジ―n―ブチル ラットの生殖・発生毒性についての影響 17 μg/m3 

(1.5 ppb) 

フタル酸ジ―2―エチルヘキシル ラットの雄生殖器系への影響 100 μg/m3 

(6.3 ppb)(注 1) 

総揮発性有機化合物量(TVOC) 国内の室内 VOC 実態調査の結果から、合

理的に達成可能な限り低い範囲で決定 

暫定目標値 

400 μg/m3(注 2) 

注 1：フタル酸ジ―2―エチルヘキシルの蒸気圧については 1.3×10－5 Pa (25℃)～8.6×10－4 Pa (20℃)など多数の文献値が

あり、これらの換算濃度はそれぞれ 0.12～8.5 ppb 相当である。 

注 2：この数値は、国内家屋の室内 VOC 実態調査の結果から、合理的に達成可能な限り低い範囲で決定した値である。

TVOC 暫定目標値は室内空気質の個別の揮発性有機化合物(VOC)を総合的に考慮した目安として利用されることが期待さ

れるものであるが、毒性学的知見から決定したものではなく、含まれる物質の全てに健康影響が懸念されるわけではない。

また、個別の VOC指針値とは独立に扱われなければならない。 
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図 1 VC の分析方法 

(a)：液体捕集による試験溶液の作製方法、(b)：エアゾール製品からの噴射ガスの捕集及び採取方法 

 

 

図 2 検量線 

（a）：4～200 µg/L、（b）：40～200 µg/L 
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